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本事例集について
⽬的

⽬次

〇 本事例集は、都道府県において、支給対象者を把握している場合に、補償金等の支給対

象になりうる旨を個別に通知すること（以下「個別通知」という。）について、旧優生保護法補
償金等支給法の立法趣旨を踏まえ、各都道府県が個々人の置かれている状況等に応じて、
適切な実施を検討いただけるよう、先行して個別通知を実施した都道府県にご協力をいただ
き、こども家庭庁が事務的に事例を取りまとめるものです。

〇 各都道府県においては、本事例集も参照しながら、個々人の置かれている状況等に応じ
て、個別通知の適切な実施を検討いただくよう、お願いいたします。

○ なお、本事例集は、旧優生保護法一時金支給法が施行されていた間に、実施された事例
を取りまとめるものであり、個別通知の適切な実施を検討する際には、現行法令に留意いた
だきながら、本事例集を参照いただくよう、お願いいたします。

〇 山形県における取組 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

〇 兵庫県における取組 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４

〇 鳥取県における取組 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５

〇 A県における取組 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７
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⼭形県における「個別のお知らせ」の取組

○ ⼭形県では、広く県⺠への周知・
広報を図るとともに、県保有の過去
の優⽣⼿術記録をもとに、市町村の
協⼒を得て、対象者の現住所等の情
報を収集・整理。

○ 上記の結果、⽣存・住所等が確認
できた71名について、県の担当者が
⼊所施設等を直接訪問し、⼀時⾦⽀
給制度の周知を図る取組（個別のお
知らせ）を令和元年度より開始。
※具体的な⼿法や流れは次⾴に記載のとおり。

⇒ 令和６年10⽉現在で12名の⽅に
「個別のお知らせ」を実施。

概 要

１．「個別のお知らせ」の概要・事業の背景

課 題

事 業 の 背 景

対 応
⼀時⾦請求の対象者に対して、「個別に」きめ
細かなお知らせを⾏うことで、申請機会を付与
する。
対象者ご本⼈の状況に留意しながら「個別に」
対応を検討し、実際の取組みはあくまでも可能
な範囲でケースバイケースで進める。

２

対象者の多くは障がいのある⽅で、また、⾼齢
化も進んでいることから、⼀般的な周知・広報
だけでは⼀時⾦⽀給制度について認知できない
可能性あり。
プライバシー保護の観点から⼀律に通知だけ
を発出するような⽅法は好ましくない。

１

〜旧優⽣保護法⼀時⾦⽀給に際して〜

２

１

旧優⽣保護法補償⾦⽀給法関係資料
⼭形県健康福祉部〇 山形県における取組
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⼭形県における「個別のお知らせ」の取組
〜旧優⽣保護法⼀時⾦⽀給に際して〜

２．「個別のお知らせ」の流れ
情報収集 対象者検討 ⾯談

（個別のお知らせ） 請求

●個別のお知らせ後
の流れは通常の請
求と同様

●県担当者は対象者
本⼈や成年後⾒⼈
等と直接⾯談し、
⼀時⾦⽀給制度の
内容と受給対象者
となる可能性があ
る旨を伝える

以
降
は
︑
﹁
個
別
の
お
知
ら
せ
﹂
が
可
能
と
判
断
し
た
場
合
の
み
対
応

●対象者本⼈に伝達可能であ
ると判断した場合は本⼈へ
の伝達を決定

●対象者本⼈への伝達が難し
い場合には、成年後⾒⼈や
親、兄弟姉妹等への伝達を
検討（親・兄弟姉妹の状況やそ
の関係性等に配慮）

●県担当者は対象者の⼊所施
設を訪問し、施設⻑に対し
て⼀時⾦⽀給制度の内容と
対象者をお知らせする

●施設⻑から対象者の現況
（障がいや理解の程度、家族の
状況等）について情報提供
をいただく

概
要

●請求書の記載・診
断書の取得に施設
の協⼒を得るケー
スもある

●あくまでも個別に
制度の内容をお知
らせするもので、
請求を慫慂するも
のではない

●県担当者は施設⻑と打合せ
や相談を重ね今後の対応に
ついて慎重に検討
場合によってはこの段階で
お知らせを断念するケース
もある

●施設⼊所者の家族等に対し
て⼀時⾦⽀給制度に関する
⼀般的な周知が可能な場合
には、併せてチラシの送付
などをお願いしている

留
意
事
項

旧優⽣保護法補償⾦⽀給法関係資料
⼭形県健康福祉部

しょうよう
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〇 兵庫県における取組
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〇 鳥取県における取組
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旧優生保護法に基づく優生手術被害者の実態調査の実施の流れ 

鳥 取 県 市 町 村 障がい当事者団体 障がい者施設 医療機関 

県の所持する優生手術に 

関する個人情報 

県個人情報保護審査会 

での公益性審査 答申 該当者の特定、所在 

確認等の情報提供依頼 

該当者の特定､連携調査､ 

生存確認等の情報提供依頼 

該当当事者の特定、情報の提供 

県が個人情報を持っていない案件を含めた事案に関する情報 

の存否等の照会 

当事者該当候補者のリストアップ、情報提供 

県情報との突合・確認 

御本人への接触、訪問 

訪問同行、日常生活の観察等

の協力 

確認等の情報提供依頼

訪問同行、当事者の意向聞き取

りへの協力、支援策の提案など 

救 済 支 援 策 の 提 示 
県情報提供、

支援実施への 

協力依頼 

入所者リスト、患者カルテの

存在確認作業 
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旧優生保護法一時金に係る対応について （自治体名：非公表）

＜一時金制度成立前＞

〇記録の調査

・県出先機関、⺠間障害者⽀援施設、医療機関等へ優⽣⼿術を受けたと推測される
記録がないか調査を実施し、記録を収集。
・調査の結果、優⽣⼿術を受けた可能性がある⽅数十名の氏名が判明。

＜一時金制度成立後＞

〇施設等への訪問、周知広報

・厚労省の通知（「個別に通知することは、慎重に考えるべき」）を踏まえ、
個別通知は実施せず。
・但し、優生手術の記録を保有していた施設等を訪問し、施設職員を通して制度案

内を実施する等、個々の事情に配慮して対応。

・⼿術に関する相談を電話などで寄せた⽅に対し、職員が施設や⾃宅に直接出向
いて制度の説明を実施する等、請求について⽀援を⾏った。

・その他広く、施設、医療機関、市町村等へ制度周知のパンフレットを送付。
〇公用申請による所在確認と個別案内
・旧優生保護法一時金支給法を根拠として、市町村に戸籍等の公用申請を実施し、

新たに所在が判明した方に対し、個別に一時金制度を案内する取組等を実施した。

相談受付以外の対応について

〇 Ａ県における取組
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